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資料１ 



国保事業費納付金の算定（一般被保険者分） 

○国保事業費納付金とは 

  

○国保事業費納付金の算定（配分）方法 

 

 

 

○基本的な考え方 

 国保事業費納付金は，本県の保険給付費見込額から公費等（歳入・歳出）の見込額を加算，減
算し，各市町村の医療費水準，所得水準に応じて配分する。 
 

〔医療費水準〕 

 ○医療費水準に応じた保険料負担とするためまた，医療費適正化などの保険者機   

  能が発揮されやすいよう，市町村ごとの医療費水準を全て反映する 

  （医療費指数反映係数α＝１）。 

 

〔所得水準〕 

 ○負担能力に応じた負担とするため，全国と比較した当県の１人あたりの所得水準 

   を反映する。 

  （国が都道府県に対して示す所得係数β）  

 県が市町村の行う保険給付に要する費用を交付する財源に充てるため，市町村に納付を求め
るもの（市町村が徴収した保険料を県に納めるイメージ）。 

１ 



被保険者数の推計について 

 

   ○推計方法 

   平成30年度から令和元年度８月までの実績を基礎として，前年度からの伸び率を用いて   

   推計を行った。（国の示す推計表を活用） 
 

 ○被保険者数の推計結果（秋の試算） 

 

 

  

 

  〔（参考）被保険者数の推移〕  

    
  

   
 

 

 

  R2年度 
（推計） 

Ｈ30年度 
（実績） 

伸び率 
（単年度） 

被保険者数（人） ６６２，５１３ ７２０，４７７ △28,982人  △4.11％ 

被保険者数
（一般・年度平均）

伸び率

Ｈ25 848,353 △ 1.30

Ｈ26 833,025 △ 1.81

Ｈ27 814,240 △ 2.26

Ｈ28 787,837 △ 3.24

Ｈ29 749,619 △ 4.85

Ｈ30 720,477 △ 3.89

２ 



保険給付費の推計について 

 

 ○近年の被保険者数の急激な減少傾向を反映できるよう， 

   「1人当たりの診療費×被保険者数（推計）×給付率」    により推計した。 

   （国の示す推計表を活用） 

 ○また，1人当たりの診療費は，直近１年前から直近月（令和元年6月）までの1年間分の実   

   績を基礎とし，伸び率は，過去２年間の伸び率を用いた。 
 

 ○保険給付費の推計結果（秋の試算） 

    

 
 

 

 

   〔（参考）保険給付費の推移〕 

    

R2年度（推計） H30年度（実績） 伸び率（単年度） 

総額 （億円） １，８４２億円 １，９１０億円 △34億円  △1.80% 

１人あたり （円） ２７８，０２６円 ２６５，１０４円 ＋6,461円 ＋2.41% 

給付費（億円） 伸び率 給付費（円） 伸び率
Ｈ25 1,906 1.55 224,626 2.83
Ｈ26 1,937 1.63 232,566 3.53
Ｈ27 2,008 3.67 246,654 6.06
Ｈ28 1,999 △ 0.45 253,671 2.84
Ｈ29 1,946 △ 2.65 259,642 2.35
Ｈ30 1,910 △ 1.85 265,104 2.10

総額 1人あたり

３ 



○平成30年度決算剰余金について 

  平成30年度決算剰余金については，約１４０億円生じた。 

    この剰余金については，国保事業費納付金の負担縮減等に活用する。 

 

○平成30年度決算剰余金の活用方法 

  

平成30年度決算剰余金の活用 

活用方法 活用額 備考 

①国庫支出返還金等の財源 約３４億円 療養給付費等負担金（国）の返還金の財源 

②医療費増嵩等への備え 約３０億円 普通交付金財源として留保 

③納付金負担の軽減（一般被保険者分） 約７０億円 令和２年度・３年度の２年間で活用（各年度３５億円） 

④市町村への返還（退職被保険者分） 約６億円 退職被保険者等分に係る納付金の余剰分を返還 

合計 約１４０億円 

４ 



○ 国民健康保険事業費納付金の算定結果について（一般被保険者分） 

 被保険者の保険料負担に最も大きな影響のある令和２年度の国民健康保険事業費納付金は 

736億円となり，令和元年度と比べて県総額で128億円の減，1人当たりで13,108円の減となりました。 

 また，平成30年度決算剰余金のうち35億円を活用し，納付金の負担軽減を図った。 

 

○納付金試算結果 

 

 

  

 

   

  

  

令和２年度国民健康保険事業費納付金等算定（秋の試算）結果の概要 

区分 R2年度 R元年度 Ｈ30年度 

総額 736億円 864億円 963億円 

１人当たりの額 111,056円 124,164円 130,894円 

比較 
総額 

△128億円
（△14.81％） 

△99億円 
（△10.28％） 

― 

1人当たり 
△13,108円
（△10.56％） 

△6,730円 
（△5.14％） 

― 

○激変緩和措置について 

 市町村との協議を踏まえ，納付金の仕組み導入に伴う保険料の急激な負担増化を回避するため，
県の法定公費など約37億円を活用した激変緩和措置を実施している。 

〔減少の主な要因〕 
①保険給付費推計値の減   
       △78億円（61.0%） 
②年度間調整 
       △35億円（27.3%） 
③公費の増・減 
       △15億円（11.7%） 
合計      △128億円 

５ 

 
【注意】 試算結果は，国から示された仮係数に基づき試算したものです。 
    仮係数は，不確定要素を含む予算編成上の参考値であり，この試算結果は，今後12月末に 
    国から示される確定係数に基づき再度算定を行うため，変動することが予定されています。 
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2,571億円 

茨城県国民健康保険特別会計 
  平成30年度決算額の概要 

○平成30年度の決算見込額（速報値）は，歳入が2,711億円で，歳出が2,571億円と  

 なり，歳入から歳出を引いた形式収支は，140億円の黒字となった。 

歳  入 歳  出 

 国民健康保険 
 事業費納付金 
  966億円 
  35.63% 

 国庫支出金 
  784億円 
  28.92% 

 前期高齢者   
    交付金 
  770億円 
  28.40% 

 その他 
  191億円 
  7.05% 

 保険給付費等交付金 
    普通交付金 
           1,932億円 
            75.15% 

後期高齢者支援金等       
   412億円 
   16.02% 

 介護納付金   
  153億円 
  5.95% 

その他 74億円 2.88% 

2,711億円 

参考 



茨城県国民健康保険特別会計 平成30年度決算額 

○歳入                     
科目 決算額 当初予算額 決算 - 予算 

対予算比 
（％） 

負担金  国民健康保険事業費納付金 96,621,277 96,621,277 0 100.0 

国庫支出金 

 療養給付費等負担金 54,761,670 56,572,020 △ 1,810,350 96.7 
 高額医療費負担金 1,996,247 2,003,950 △ 7,703 99.6 
 特別高額医療費共同事業負担金 117,729 121,594 △ 3,865 96.8 
 特定健康診査等負担金 337,485 414,933 △ 77,448 81.3 
 普通調整交付金 15,665,624 15,667,034 △ 1,410 99.9 
 特別調整交付金 3,357,096 3,019,035 338,061 111.1 
 保険者努力支援制度交付金 1,403,821 1,404,419 △ 598 99.9 
 財政安定化基金補助金 750,014 769,200 △ 19,186 97.5 
  計 78,389,686 79,972,185 △ 1,582,499 98.0 

 療養給付費等交付金 1,517,703 1,189,381 328,322 127.6 
 前期高齢者交付金 76,983,420 76,930,460 52,960 100.0 
 特別高額医療費共同事業交付金 181,836 223,115 △ 41,279 81.4 

繰入金 

他会計 
繰入金 

 都道府県繰入金 14,483,565 16,269,482 △ 1,785,917 89.0 
 高額医療費負担金繰入金 1,996,247 2,003,950 △ 7,703 99.6 
 特定健康診査等負担金繰入金 331,288 414,933 △ 83,645 79.8 
 職員給与費等繰入金 59,208 72,409 △ 13,467 81.4 
 その他一般会計繰入金 4,041 4,486 △ 179 96.0 
  計 16,874,349 18,765,260 △ 1,890,911 89.9 

基金 
繰入金 

 財政安定化基金繰入金 0 200 △ 200 0.0 
 特例基金繰入金 586,579 585,712 867 100.1 
  計 586,579 585,912 667 100.1 

  計 17,460,928 19,351,172 △ 1,890,244 90.2 
 その他の収入 17,274 14,390 2,884 120.0 

計 271,172,124 274,301,980 △ 3,129,856 98.8 

（単位：千円） 

参考 



茨城県国民健康保険特別会計 平成30年度決算額 

○歳出                     

科目 決算額 当初予算額 予算－決算 
対予算比 

（％） 

保険給
付費等
交付金 

普通交付金   193,246,173 210,065,834 △ 16,819,661 91.9 

特別交付金 

 特別調整交付金 1,041,542 719,996 698,707 197.0 

 都道府県繰入金 3,218,570 3,615,440 △ 396,870 89.0 

 保険者努力支援制度交付金 1,154,220 1,154,220 △ 377,161 67.3 

 特定健診等負担金 685,400 829,866 △ 144,466 82.5 

  計 6,099,732 6,319,522 △ 219,790 96.5 

  計 199,345,905 216,385,356 △ 17,039,451 92.1 

 後期高齢者支援金等 41,164,473 41,297,621 △ 133,148 99.6 

 前期高齢者納付金等 175,693 143,602 32,091 122.3 

 介護納付金 15,331,685 15,362,524 △ 30,839 99.7 

 病床転換支援金等 261 462 △ 201 56.4 

 特別高額医療費共同事業事業費等拠出金 210,146 223,413 △ 13,267 94.0 

 財政安定化基金支出金（貸付・交付金） 0 200 △ 200 0.0 

 財政安定化基金積立金 750,655 783,584 △ 32,929 95.7 

 保健事業費 13,601 0 13,601 0.0 

 その他の支出 92,118 105,218 △ 13,100 87.5 

計 257,084,537 274,301,980 △ 17,217,443 93.7 

（単位：千円） 

 歳入合計Ａ 271,172,124 

 歳出合計Ｂ 257,084,537 

 翌年度への繰越（Ａ-Ｂ） 14,087,587 

参考 



一般会計 

○都道府県繰入(9%) 
 (旧1号相当7%，旧2号相当2%) 
○高額医療費負担金(1/4) 
○特定健診(1/3) 
○事業運営費（運協等） 

支払基金 

被保険者 

国 

○療養給付費等負担金(32%) 
○調整交付金(9%(普通7%，特別(県分･市町村分)2%)) 
○保険者努力支援分(県分･市町村分) 
○高額医療費負担金(1/4)   ○特定健診(1/3) 

都道府県 

一般会計 

○保険基盤安定繰入金（法定軽減分） 
○保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分） 
⇒国・都道府県負担分も含めて全額繰入れ 

市町村 

一般会計 
国保特別会計 

国保特別会計 

国保連 

医療機関 

○前期高齢者 
 交付金 
○療養給付費 
  等交付金 

○後期高齢者 支援金等 
○前期高齢者納付金等 
○介護納付金 
○病床転換支援金等 

保険料 

保険給付費 

保険給付費 

現金給付 

現物給付 

○保険基盤安定繰入金（法定軽減分）3/4 
○保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/4 

○保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/2 

（新 H30～）国保財政の基本的な枠組みについて 

財政安定化
基金 

○保険給付費等交付金 
   （特別交付金） 
・保険者努力支援分 
・特別調整交付金分 
・特定健診分(2/3) 
・都道府県繰入金分 

国保特別会計 

○保険給付費等交付金 
 （普通交付金） 

参考 

取り崩し 

積立 

○国保事業費納付金 
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資料２ 

茨城県国民健康保険運営方針に係る取組状況について 

 

１ 安定的な財政運営に関する事項 

○ 市町村国保の財政収支状況 

平成 30 年度における市町村国保の財政収支（速報値）は，収入総額が 3,103 億 9

千万円，支出総額は 3,069 億 2 千万円であり，前年度に比べて，収入で▲14.30％，

支出で▲12.30％それぞれ減少している。 

収入総額から支出総額を差し引いた形式収支は34億７千万円の黒字，前年度繰越

金や基金等繰入・積立金等を除いた単年度収支は62億２千万円の赤字となっている。 

 

 【表１ 市町村国保の収支状況】                 （単位：千円） 

 H27 H28 H29 H30 

収入総額 382,887,347 375,795,726 362,173,592 310,390,655 

支出総額 374,162,398 364,145,334 349,971,184 306,914,857 

形式収支 8,724,949 11,650,392 12,202,408 3,475,798 

単年度収支 ▲1,163,322 3,692,563 1,693,907 ▲6,226,131 

  

＜参考＞ ・県国保特会収支 約 141億 

（うち国定率負担分の返還分約35億円あるため,実質約106億円の黒字） 

 

○ 赤字補填目的の法定外繰入の状況 

平成 30年度の決算補填等目的の法定外繰入額（速報値）は，51億６千万円で， 

25市町村が繰入を実施している。 

 

 【表２ 決算補填等目的の法定外繰入額】             （単位：千円） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

決算補填等目的

の法定外繰入額 
6,163,732 7,396,978 6,615,438 2,830,733 5,164,213 

（市町村数） （39） （34） （34） （24） （25） 

 

 

○ 赤字削減・解消計画の策定（18市町村が策定） 

   ・決算補填等目的の法定外繰入等（赤字）の計画的な削減・解消を図るため，今

年度，赤字市町村において，赤字削減・解消計画を策定 
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２ 保険料の徴収の適正な実施に関する事項 

 ○ 保険料（税）の調定額（現年度）の状況 

   平成 30 年度の被保険者１人あたり調定額（現年度）は 87,715 円となり，平成 29

年度と比べ，2,408 円増加した。市町村数では，37市町村で増加し，7市町村で減少

となっている。 

※上記は，40歳～65歳未満の方への介護分を含まない数字であり，介護分における平成30年

度の１人あたり調定額（現年度）については，23,444円である。 

   また，平成 30 年度の県内の最大保険料（税）額は 111,758 円，最小保険料（税）

額は，69,845円となり，平成29年度と比べてそれぞれ，3,975円，620円増加した。 
 
 【表３ 保険料（税）の調定額（現年度）の状況】   （単位：円） 

 H29 H30 差 

最大保険料（税）額 107,783 111,758 3,975 

最小保険料（税）額 69,225 69,845 620 

平均保険料（税）額 85,307 87,715 2,408 

 

 ○ 保険料（税）収納率の状況 

平成 30 年度の現年分保険料（税）収納率（速報値）については，92.20％で，平

成29年度の92.05％から，0.15ポイント上昇した。 

また，茨城県国民健康保険運営方針に定める目標収納率の達成状況については， 

平成 30年度では32市町村（約72％）が達成しており，平成29年度に比べ，3市町

村増加した。 
 
 【表４ 現年分収納率の状況】 （単位：％） 

年度 本県 
全国

順位 
全国平均 

30 92.20   

29 92.05 40 92.45 

28 91.29 40 91.92 

27 90.64 40 91.45 
 
 【表５ 目標収納率の達成状況】             

保険者規模（一般被保険者数） 目標収納率 達成 未達成 

１万人以下 ９３％ １０ ４ 

１万人～４万人 ９２％ ２１ ７ 

４万人以上 ９１％ １ １ 

計  ３２ １２ 

※達成・未達成は平成30年度収納率（速報値）による 
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 ○ 滞納世帯の状況 

   滞納世帯数については減少傾向にある。今後も，短期被保険者証又は，被保険者

資格証明書を有効活用して，滞納被保険者との接触の機会の確保に努める。 
 
 【表６ 滞納世帯の状況】     （各年度６月１日現在 単位：世帯） 

 
H29 H30 R 元 

国保世帯数 455,410 442,649 430,156 

滞納世帯数 82,606 72,295 63,373 

短期被保険者証交付世帯数 35,545 31,601 18,905 

被保険者資格証明書交付世帯数 3,802 3,430 2,883 

 

 ○ 収納対策強化への取組状況について 

税事務研修会の開催 

・平成30年 9月 4日 日立市，行方市による優良事例紹介 

・令和元年9月 10日 取手市，ひたちなか市による優良事例紹介 

アドバイザー派遣事業の実施 

・平成30年度 石岡市，筑西市，笠間市 

・令和元年度 かすみがうら市，境町 

 

 

３ 保険給付の適正な実施に関する事項 

○ レセプト点検 

平成 30年度は，31市町村が茨城県国民健康保険団体連合会にレセプトの２次点検を

委託している。レセプト点検の財政効果は，平成30年度の県平均で，１人当たりの財

政効果額が299円となっている。 
 

【表５ レセプト点検の財政効果率及び財政効果額の推移】 

 財政効果額（円） 

H28 H29 H30(速報値) 

茨城県（A） 296 321 299 

全 国（B） 465 499 - 
 

診療報酬明細書の点検調査に係る集団指導の実施  

・平成 30年度（10月 31日） 常陸大宮市による優良事例紹介 

・令和元年度（12月 6日） 鉾田市による優良事例紹介 
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○ 柔道整復療養費に係る支給申請の県の患者調査・一括点検 

柔道整復療養費の一層の適正化を図るため，平成 30 年 8 月から,患者調査を含む

２次点検について，全市町村から県が委託を受けて実施。なお,実施方法は,県が外部

業者に委託することにより実施している。 

・点検実施件数 平均：14,888 件/月 

・患者調査件数 平均： 1,015 件/月 

 

 ○ 資格・給付・第三者行為求償事務研修会の開催 

被保険者の資格管理の適正化や適正な保険給付及び医療費適正化対策として第三

者行為求償事務に関する担当者研修会を令和元年８月７日に開催。 

 

 

４ 医療費の適正化の取組に関する事項 

○ 特定健康診査受診率等の状況 

平成 30年度の特定健康診査の受診率（速報値）は38.0％と，前年度に比べて1.1

ポイント上昇し，平成30年度の特定保健指導の実施率（速報値）は33.0％と，前年

度に比べて2.4ポイント上昇している。 
 
【表６ 特定健康診査・特定保健指導の受診率】      （単位：％） 

 H28 H29 H30 

特定健康診査受診率 36.4 36.9 38.0 

特定保健指導実施率 30.1 30.6 33.0 
 
   ＜参考：全国＞            （単位：％） 

    H28      H29 

特定健康診

査受診率 

市町村国保 36.6 37.2 

協会けんぽ     47.4     49.3 

健保組合     75.2     77.3 

 全体     51.4     53.1 

特定保健指

導実施率 

市町村国保     24.7     25.6 

協会けんぽ     14.2     13.2 

健保組合     19.2     21.4 

 全体     18.8     19.5 

 

 ○ 特定健康診査・特定保健指導研修（初任者向・経験者向）の開催 

・平成30年度 4回開催（5月 10日，6月 15日，7月 26日，8月 20日） 

・令和元年度 4回開催（5月 30日，6月 13日，7月 16日，7月 30日） 
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○ 糖尿病性腎症重症化予防事業 

・取組状況調査  38市町村実施 

医療機関への受診勧奨 平成 30年度 38市町村実施 

     保健指導        平成 30年度 22市町村実施 

・研修会      2回開催（5月 28日，2月予定） 

 

○ 重複・頻回受診者等への訪問指導 

   ・平成30年度    36 市町村実施 
 
  ※ 重複受診者（同一傷病について同一診療科目の複数の医療機関に同一月内に受診する者） 

抽出目安：1か月当たりレセプト枚数が4枚以上の者 

     頻回受診者（同一傷病について同一月内に同一診療科目を多数回受診した者） 

抽出目安：1か月当たりで１５回以上の受診を行っている者 など 

（平成10年 8月 5日付保険発第126号「重複・頻回受診者に係る医療費適正化 

対策の推進について」より） 

 

○ 後発医薬品の使用割合の状況 

平成 30 年度の後発医薬品の使用割合は数量ベースで 73.67％と，前年度に比べて

4.84 ポイント上昇している。差額通知については全市町村で実施しており，実施回

数は平均2.7回になっている。 

また，多くの市町村で後発医薬品の普及啓発として希望シール・希望カードや広

報パンフレットの配布を実施している。 
 

 【表７ 後発医薬品の使用割合・差額通知の実施状況】     

 H28 H29 H30 

数量シェア（市町村） 65.36％ 68.83％ 73.67％ 

差額通知実施市町村数 44市町村 44市町村 44市町村 

差額通知実施平均回数 2.6 回 2.6 回 2.7 回 
  
○ 医療費通知の実施 

医療費通知は全市町村が実施しており，そのうち減額査定についても併せて通知

しているのは，38市町村である。 
  
【表８ 医療費通知・減額査定通知の実施状況】      

 H28 H29 H30 

医療費通知実施市町村数 44市町村 44市町村 44市町村 

減額査定通知実施市町村数 36市町村 38市町村 38市町村 
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５ 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 

  平成 30年度より，県は市町村の事務の効率化・広域化等を推進するため，市町村か

ら提案のあった事務について，事務の簡素化や被保険者の利便性の向上を図ることを

目的に，標準化の検討・推進を行っている。 

 

 ○ 事務の標準化の実施状況 

【平成30年 4月から標準化した事務】 

   ・各種届出や被保険者証等の更新に係る取扱いについて統一的な基準を設定 

   ・返戻被保険者証の取扱いに係る標準的な事務処理マニュアルを策定 

  【平成 30年 8月から標準化した事務】 

   ・柔道整復施術療養費支給申請書の内容点検について，県による一括点検及び患

者調査を実施 

【平成31年 4月から標準化した事務】 

   ・70 歳以上の被保険者の高額療養費の支給申請手続の簡素化に係る標準的な事務

処理マニュアルを策定 

   ・第三者行為による傷病の疑いのある高額療養費の取扱いに係る標準的な事務処

理マニュアルを策定 

  【令和 2年 4月から標準化する事務】 

   ・第三者行為求償事務における様式の統一に係る標準的な事務処理マニュアルを

策定 

   ・はり師，きゅう師及びあん摩マッサージ指圧師の施術に係る療養費支給申請書

の内容点検について，県による一括点検及び患者調査を実施 

 

 ○ 事務の標準化推進に向けた市町村との協議状況 

市町村と国保連合会を構成員とする，市町村国保事務の標準化検討部会を設置 

し，事務の標準化に向けた協議を実施 

・平成30年度 3回開催（8月 24日，10月 10日，2月 21日） 

・令和元年度 3回開催（8月 26日，10月 4日，2月予定） 
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６ 市町村等との連携強化に関する事項 

 ○ 市町村国保に対する実地での助言・指導の実施 

市町村における国保事業の適正かつ安定的な運営の確保や，保険財政の健全化，

医療費の適正化及び保健事業の推進を図るため，助言・指導を実施 
 
・平成 30年度 23市町村に対して実施 

・令和元年度 21市町村に対して実施 

 

 ○ 研修会等による連携の強化等 

市町村担当職員の資質向上を図るとともに，県と市町村の情報共有・共通認識の

醸成を図るため，各種研修会・会議を実施 

・課長会議 平成 30年度（4月 25日） 

令和元年度（4月 23日） 

・新任者講習会 平成 30年度（6月 26・27日） 

令和元年度（6月 24・25日） 

・連携会議 平成 30年度 ２回開催（7月 3日，10月 18日） 

令和元年度 ２回開催（7月 18日，10月 16日） 

 

 ○ 県保険者協議会への参画 

   被用者保険も含めた各医療保険者との情報共有等を図るため，県保険者協議会に

参画した。 

   また, 令和元年度から,これまで国保連合会が単独で事務局を担っていたが,県と

国保連合会が共同で事務局を担っている。 

・平成30年度 2回（７月13日，3月 22日） 

・令和元年度 2回（７月13日，Ｒ2年 1～2月予定） 

  



国民健康保険における 
外国人の資格管理について 

資料３ 



○他の健康保険の加入者 
○後期高齢者医療の被保険者 
○生活保護受給者 
○省令で定める者（国保則第１条） 

 ・短期在留外国人（滞在３月以下）（※１） 
 ・中長期在留外国人（滞在３月超）（※２）のうち 
      「医療目的の者」（法務省告示内の特定活動（※３） 
      「外国人長期滞在制度の対象者」 
        （外国人富裕層が対象であり，観光目的による滞在期間        
           は最長１年） 

※１：３月未満であっても客観的資料等から３月を超えて日本に滞在すると認められる場合は，国民健康保険の被保険者となる。 
※２：中長期在留外国人は，住民基本台帳法の適用対象となる。（住基法第３０条の４５）   
※３：法務大臣があらかじめ告示をもって定めるいわゆる「医療滞在ビザ」の者をいい，帰国しなければならないが，病気のため             
     飛行機に乗れない等の理由で人道的見地から認められる告示外の特定活動については，適用除外とはならない。 

日本国内に住所を有する者（上記①） 

適用除外（上記②） 

< 適用の条件 > 
①日本国内に住所を有する者は，国民健康保険の被保険者となる（国保法第５条）。 
②ただし，他の医療保険（健康保険）に加入する者，生活保護受給者，短期在留外国人などは， 
  適用除外となる（国保法第６条）。 

1 

< 国保適用のイメージ図 > 国民健康保険適用対象者 



 都道府県の区域内に住所を有する者は，当該都道府県が当該都
道府県内の市町村とともに行う国民健康保険の被保険者とする。   
 （国保法第５条） 

 

＜茨城県内の在留外国人の状況＞ 
 

 ○県内在留外国人          66,321人  （平成３０年１２月末現在）  
 

 ○県内国保適用外国人   ※ 27,568人  （平成３１年４月１日現在）  
 

 ○県内国保適用外国人に係る医療費  
   平成３０年度 約２７億円 （国保総医療費の１．２６％程度） 
 

※別紙参照 

 

2 



3 

別紙 



市町村国保における外国人対策 

4 

１ 社会保険への加入促進 
○国保制度の周知 
○新たな在留資格による外国人について 
  ①法務省から厚労省等に提供される情報を活用した加入促進への 
   取組み 
  ②法務省において，保険料を一定程度滞納した者からの在留期間   
     更新許可申請等を不許可とする等の対策 

 
２ 厚労省と法務省の連携枠組みの強化 
○在留資格の本来活動を行っていない可能性があると考えられる場  
  合に市町村が地方入国管理局に通知する枠組みについて，高額 
   療養費の現物支給化に必要な限度額認定証の申請時に加え，海 
   外療養費や出産育児一時金の支給申請時など，通知対象を拡大 
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３ 出産育児一時金等対策 

    出産育児一時金及び海外療養費の審査等の厳格化 

 
４ 資格管理の適正化 

    市町村国保において，離職時等に，年金被保険者情報   
 等を活用しながら行う加入促進の取組を推進する 

 
※関係省庁等の行政機関が連携し,今後は,市町村国保においては,  
   国保連合会経由で,入国・離職した外国人の情報の提供を受け,外   
   国人に対する加入勧奨を実施する予定 
    (現在,システム構築中) 
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＜参考＞ 
 
○海外療養費の国籍内訳 
   Ｈ３０  日本国籍 １０９件  外国籍  ４２件 
 
【市町村での確認書類】 
 パスポート・旅券，航空券，査証（ビザ），海外の医療機関等に対して照会を行うことの
同意書，医療機関の診療内容明細書，領収書等     
 
      
○海外出産に対する出産育児一時金申請者の国籍内訳 
   Ｈ３０  日本国籍 ２０件   外国籍   ３２件 
 
【市町村での確認書類】 

 医療機関による出産証明，領収書 出産の公的証明（現地の住民票や戸籍等）妊娠
届の提出や母子健康手帳の交付等の有無の確認    
  


